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１ 事業の名称 

  清瀬市梅園一丁目における社会福祉施設建替え促進事業（以下「本事業」という。） 

２ 公募の趣旨 

  令和６年 10月現在、都内には、特別養護老人ホームが 585施設あります。その中に

は、建物が 1970年代や 80年代にしゅん工した施設もあり、施設の老朽化及びその更新が

課題となっております。 

  平成 26年度に本事業に関連して行ったアンケート調査では、回答した 252施設のう

ち、ほぼ半数の 126施設が、施設の建替えに当たり、現地建替えを希望しながらも工事に

際しては別敷地での代替施設が必要であると答えております。さらに、代替施設を確保す

るための支援策として、６割を超える施設が、代替施設の貸付けを求めています。 

このように、都内では、土地が狭隘等の理由により、居ながらにして現地建替えができ

ないが、代替施設が用意されれば老朽化した施設の建替えを検討できる社会福祉法人（以

下「法人」という。）が多いことを踏まえ、東京都（以下「都」という。）は、清瀬小児病

院の跡地である都有地を活用して代替施設を整備し、貸し付けることといたしました。 

都は、この事業により、特別養護老人ホームの建替えを促進し、福祉サービスの質の担

保、一層の向上を図ってまいります。 

また、建物の長寿命化を目的とし施設機能の向上を図るための大規模改修についても、

代替施設の確保が必要な場合、本事業の対象とします。 

以下、本事業で対象とする施設の建替え又は大規模改修を「建替え等」と記載します。 

３ 対象施設及び規模等 

  本事業は、都が建物を貸し付け、法人がこれを借り受け、建替え等の期間中の代替施設

として使用、運営していただくものです。 

（１）名称

社会福祉施設建替促進施設特別養護老人ホーム棟（Ｂ棟）（以下「本施設」という。）

（２）所在地

≪ 地 番 ≫ 東京都清瀬市梅園一丁目１１８７番２のうち外１筆

≪住居表示≫ 東京都清瀬市梅園一丁目３番３２号

（３）敷地面積

９，３３４．５５ ㎡

※専用部分のほか、障害者支援施設棟（Ａ棟）と共用の部分を含みます。

（４）対象施設及び使用用途

特別養護老人ホーム棟（Ｂ棟）

老人福祉法（昭和 38年法律第 133号）第 20条の５に規定するもの
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（５）施設概要

用 途 
社会福祉施設建替促進施設 

特別養護老人ホーム 

定 員 １２０名 

構造・階建 重量鉄骨造（Ｓ造）３階建 

面 積 
建築面積  ２，３７３．４１ ㎡ 

延床面積  ６，４４５．３６ ㎡ 

基 礎 杭基礎 

施工主 東京都 

建築年 令和元年５月 しゅん工 

（６）交通

西武池袋線清瀬駅南口から、西武バス「梅園」下車 徒歩５分

又は、きよバス「第二中学校北」下車 徒歩３分

（７）用途地域・周辺環境等

ア 用途地域等

項 目 内 容 

用途地域 第１種中高層住居専用地域 

高度地区 第２種高度地区 

建ぺい率 60％ 

容積率 200％ 

防火地域等 準防火地域 

日影規制 地盤面＋４ｍにて３時間／２時間 

接道状況 

西側市道 115号線  ：幅員 10ｍ  

南側市道 4034号線 ：幅員 ４ｍ 

東側都道 226号線  ：幅員 12ｍ（バス通り） 

イ 周辺環境

本事業地北側は国立看護大学校、日本社会事業大学附属実習施設子ども学園及び民

家に、東側は都道第 226号線を隔てて集合住宅に、南側は水道局清瀬梅園給水所及び

清瀬市道第 4034号線を隔てて独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研

究所に、西側は清瀬市道第 115号線を隔てて民家に接しています。 

ウ 自然環境

本事業地に隣接するアカマツ保全林地には、アカマツを始めとした樹木が生育して

おります。なお、この土地については、日中のみ周辺住民の方に開放しております。

（開放に関する事務、作業は、本公募とは別に都が行います。）。 

エ 現地の見学

2



本事業地では既に法人による運営が行われておりますので、都が実施する現地見学

会の日以外の見学は御遠慮願います。 

４ 対象となる事業者 

  本事業に応募する事業者は、以下の資格要件（１）から（６）を全て満たすことが必要

です。大規模改修を対象とする事業者のみ（７）も含めて満たすことが必要です。 

（１）応募時点において、都内において特別養護老人ホームを営む法人であって、その施設

について建替え等が必要であるが、代替となる土地や建物の確保が困難である者。 

（２）都が令和７年３月 14日（金曜日）に開催する事業者説明会に参加していること。

（３）社会福祉法人及び既設施設において、令和３年度以降、国、都道府県又は区市が実施

した指導検査等において、指摘事項がない、又は改善済みであること。 

（４）東京都暴力団排除条例（平成 23年東京都条例第 54号）第２条に規定する暴力団、暴

力団員又は暴力団関係者ではないこと。 

（５）無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成 11年法律第 147号）第

８条第２項第１号に掲げる処分を受けている団体に所属し又は関与していないこと。 

（６）財務状況

ア 応募時において、負債金額は、資産総額のおおむね２分の１を超えない範囲にとど

まっていること。 

イ 原則として、過去３期（年単位）連続してサービス活動増減差額が黒字であるこ

と。ただし、一時的な理由により赤字の場合については、この限りではない。 

  なお、過去３期連続してサービス活動増減差額が赤字である場合は認められない。 

（７）大規模改修

  大規模改修を行う場合は以下の要件を全て満たすものとします。 

ア 建物の長寿命化を目的とし、建物の物理的な耐用年数を延ばすための改修である

こと 

イ 建築基準法に定める大規模の修繕又は大規模の模様替え、又は施設の維持機能向上

のための大規模な改修や建築設備の取替えのいずれかに該当する改修 
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５ 貸付条件 

  「３ 対象施設及び規模等」に定める対象施設を賃借する事業者（以下「借受者」とい

う。）は、次の条件により、都と借地借家法（平成３年法律第 90号）第 38条に規定する

「定期建物賃貸借」契約を締結するものとします。なお、借受者の決定後、都との間で基

本協定を締結します。 

（１）貸付期間

借受者が提案する期間とします。ただし、３年を超えない期間とします（原状回復期

間を含む。）。なお、賃貸借期間満了後の契約更新はできません。 

※（５）の公正証書に基づく契約となります。 

令和７年

2月28日

東京都

公募要項の発表

事業者

応募申込書提出

借受申請書提出

提案内容審査

借受者の決定

基本協定締結

賃貸借契約締結

本施設への移転

・運営開始

借受者

令和７年

5月12日～5月16日

令和７年

７月予定

令和７年

11月予定

令和８年

11月目途

令和８年

12月目途

令和７年

4月14日～4月18日
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※貸付期間内に次の借受者を決定する手続を行うため、事業者が見学を希望する際

は、御協力をお願いすることがあります。

（２）貸付開始時期

令和８年 11月頃を目途に賃貸借契約を締結し、令和８年 12月頃を目途に貸付を開始

します。 

なお、契約締結時期は目安であり、事業者の建替え等の進捗状況によって時期が前後

する可能性もあります。 

（３）貸付料

ア 公募時の参考価格

公募による事業者募集から借受者として契約を締結するに至るまでに２年程度要す

ることから、公募時には貸付料の参考価格を提示します。 

イ 正式な貸付料

施設の賃貸借契約の締結時点において、施設を評価し、正式な貸付料を決めます。

※14の借受者として選定された場合は、基本協定を締結すること及び正式な貸付料

が公募時の参考価格と異なる場合であっても、定期建物賃貸借契約を締結するこ

とが求められます。 

（４）敷金

ア 敷金は、貸付料の２か月分とします。

イ 敷金は、施設の明渡しがあった後、利子を付さずに返還します。ただし、貸付料の

滞納がある場合、原状回復義務の履行が万全でない場合、その他定期建物賃貸借契約

に基づく債務不履行がある場合は、都は敷金をそれら債務の弁済に充当し、敷金の額

から当該充当に要した額を差し引いた額について、返還します。 

  なお、敷金の額が、当該充当に要した額に満たない場合は、都はその不足額を請求

します。 

（５）公正証書による契約

借地借家法第 38条に規定する「定期建物賃貸借」契約を締結するため、公正証書に

よる契約書の作成が必要となります。なお、公正証書の作成に要する費用は借受者負担

となります。 

（６）支払方法

ア 貸付料

都が指定した方法により、都が指定する期日までに、四半期ごとに支払うものとし

ます。また、支払いの対象となる貸付期間が四半期に満たない場合も、都が指定した

方法により、都が指定する期日までに、支払うものとします。貸付料の起算日は、契

約により定めます。なお、月の中途において契約を締結することとなった場合、又は

解除することとなった場合は、日割り計算により算出した額を徴収します。 

イ 敷金

都が指定した方法により、賃貸借期間の開始前の都が別途指定する期日までに支払

うこととします。 
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ウ 延滞金

貸付料の支払が遅れた場合には、東京都公有財産規則（昭和 39年東京都規則第 93

号）第 38条の２の規定により計算された額の延滞金を徴収します。 

（７）賃借権の登記

賃借権の設定登記はできません。

（８）用途の指定

借受者は、本施設を特別養護老人ホームとして使用しなければなりません。

なお、都の承諾なく目的外に利用した場合や、第三者に転貸した場合は、都は契約を

解除しますので、本施設を原状回復の上、返還していただきます。 

（９）物品の用意

本施設を利用して運営するに当たり必要となる物品は、原則として、借受者が用意し

ます。なお、備付けとなる浴槽（機械浴槽を含む。）、厨房のガス回転釜、食器洗浄機等

は都が用意しており、これらは建物の附属備品として賃貸借契約の賃貸物件に含まれて

おります。 

（10）設備や備品の追加整備

ア 追加整備に関する手続

都が用意した設備等以外のもので、本施設において事業を行うために必要な設備等

があり、建物に設置するに当たり工事等の作業を伴う場合は、事前に都の承諾を得た

上で、借受者の負担で自ら整備してください。なお、施設の使用を終了するときは原

状回復を行う必要があります。 

ただし、退去時に、次に使用する借受者が決まっており、その者と借受者との合意

により、追加整備した設備等を残置する場合は、退去前にあらかじめ都の承諾を得た

ときに限り、認めることとします。 

イ 追加整備に当たって各種補助制度を活用する場合

設備等の追加整備を実施するに当たり、各種補助制度を活用する場合は、補助金担

当部署へ必要な手続きを行ってください。 

ウ 造作買取請求権の放棄

貸付期間中にアの都の承認を得て借受者が追加整備した設備等について、退去する

際に借受者が借地借家法第 33条に基づき「造作買取請求権」を行使することは放棄

していただきます。 

（11）維持管理及びその費用負担

ア 施設の維持管理

施設、設備等の維持管理に要する費用は、借受者が負担することになります。ただ

し、都が設置した施設の設備、例えば、電気系統、機械系統の設備は、都が維持管理

し、その費用を負担します。なお、借受者の故意又は過失による汚損等による修繕、

原状回復に要する費用は、借受者の負担となります。 
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イ 施設の利用に伴う清掃（定期清掃を含む。）、廃棄物処理、及び消耗品の調達、交換

は、借受者が行い、その費用は借受者が負担してください。（廃棄物処理について

は、清瀬市の「事業系ごみ用指定収集袋」を用いて市の収集を利用することができま

せん。市の許可を受けた一般廃棄物収集運搬業者に収集を委託してください。） 

ウ ライフライン使用料（光熱水費等）

ライフライン使用料（光熱水費等）は、借受者が負担してください。

なお、ライフライン事業者への供給開始等の手続、請求・支払については、次表の

とおりです。借受者が自ら東京都水道局等の各ライフライン事業者（電気を除く。）

に使用開始や終了の連絡を行ってください。連絡がされなかった場合に発生する料金

等については、借受者の負担とします。  

（12）施設の返還

借受者が施設を退去するときは、借受者側の負担により、本施設の施設、設備等の撤

去等を直ちに行い、原状に回復させ、返還することになります。 

供給開始等の
手続主体

手続先 費用負担
請求元
（支払先）

備考

電気 借受者
貸主

（都福祉局）

（※１）建物全体で１契約となるため、都が電気
事業者と契約し、電気事業者には都が支払いま
す。なお、借受者が支払うべき料金は、都が私
設メータを設置し、その計量値に基づいて、都か
ら借受者に請求します。

ガス 借受者 ガス事業者 借受者 ガス事業者 個別契約

上下水道 借受者
水道事業者
（都水道局）

借受者
水道事業者
（都水道局）

個別契約

インターネット 借受者（※２） インターネット事業者 借受者 インターネット事業者
（※２）必要に応じて、借受者が希望するインター
ネット事業者に対し、個別に手続を行ってくださ
い。

不要（※１）
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（13）貸付料の見直し 

   貸付料は、本施設の引渡しから貸付期間満了の日まで一定とします。ただし、貸付料

が土地価格の変動等により、若しくは近隣の建物の貸付料と比較して著しく不相当とな

った場合、都は貸付料を改定することができることとします。 

（14）その他 

  ア 契約の解除その他の事項については、都が定める契約書によります。 

  イ 本契約の締結に要する費用、公正証書の作成に要する費用及びその他この契約の履

行に関して必要な費用は、借受者の負担とします。 

  ウ 貸付期間中に、都において、本施設を公用又は公共用に供するために必要が生じた

ときは、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 238条の５の規定に基づき、契約を

解除する場合があります。 

なお、この場合においては、借受者は、これによって生じた損失についてその補償

を求めることができます。 

  エ 借受者決定通知後、国、都道府県又は区市が実施した指導検査等により検査指摘が

あった場合、指摘状況によっては借受者の決定の取消しを行う場合があります。 

 

６ 既設施設の建替え等に関する施設整備費補助について 

  本公募は、施設整備費補助とは連動しておりません。既設施設の建替え等に際し、施設

整備費補助を申請する場合には、施設整備費補助の申請時に、審査要領・審査基準等に適

合する必要がありますので、本公募への応募に当たっては御留意ください。 

 

７ 施設運営等に関する基本的事項 

  施設の運営及び「５（10）設備の追加整備」については、次の法令等及び条件を遵守し

ていただきます。 

（１）遵守すべき法令等 

  ※主な法令、条例、関係規程を掲げています。 

  ・社会福祉法（昭和 26年法律第 45号） 

  ・老人福祉法（昭和 38年法律第 133号） 

  ・介護保険法（平成９年法律第 123号） 

  ・建築基準法（昭和 25年法律第 201号） 

  ・消防法（昭和 23年法律第 186号） 

  ・高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成 18年法律第 91号） 

  ・高齢者、障害者等が利用しやすい建築物の整備に関する条例（平成 15年東京都条例

第 155号） 

  ・東京都特別養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例（平成 24年東京都条

例第 40号） 

  ・東京都指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営の基準に関する条例（平成 24年

東京都条例第 41号） 
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・東京都福祉のまちづくり条例（平成 7年東京都条例第 33号）

・東京における自然の保護と回復に関する条例（平成 12年東京都条例第 216号）

・東京都景観条例（平成 18年東京都条例第 136号）

・東京都建築安全条例（昭和 25年東京都条例第 89号）

・特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（平成 11年厚生省令第 46号）

・高齢者の居住の安定の確保に関する基本的な方針（国土交通省告示第 1301号）

（２）施設運営に関する条件

ア 定員は 120名です。

イ 福祉サービス第三者評価を定期的に受審してください。

ウ 地域の介護・医療機関と連携を図ってください。

エ 周辺住民に対して誠実に対応してください。ただし、本公募による借受者として決

定されるまでは、個別に周辺住民に対する説明や調整等を行わないでください。 

オ 入所者の心身の状況やプライバシーに配慮した運営を行ってください。

カ 消防設備の設置に関する消防庁の指導を遵守してください。

なお、消火器については、都が配置します。

キ 消防法に基づいた防火管理、消防計画については、借受者は防火管理者を選任し、

必要な防火管理、消防計画の策定、避難訓練の実施等を行ってください。なお、本施

設では、都が管理権限者となり、都が統括防火管理者を別に置きます。借受者が選任

する防火管理者は、統括防火管理者と連携の上、防火管理業務に当たることとなりま

す。 

ク 自然保護

本施設は、東京における自然の保護と回復に関する条例及び清瀬市住環境の整備に

関する条例（平成 18年清瀬市条例第５号）及び清瀬市都市計画マスタープランに沿

い整備しているものであり、施設の利用に当たっては、配慮を行ってください。 

８ 施設概要 

  本項において、特に記載がない場合は、原則として、借受者が用意し、管理、費用負担

してください。備え付けとなる浴槽（機械浴槽を含む。）、厨房のガス回転釜、食器洗浄機

等は都が用意します。 

  なお、各階平面図は、事業者説明会の際に参加者に対して配布します。 

（１）特別養護老人ホーム棟（Ｂ棟）

ア １階

（ア）ユニット型居室関係（居室、便所、個浴、脱衣室、リビング、汚物処理室、介

護ステーション、介護材料室、洗濯室）

・居室面積は、１部屋当たり約 12㎡です。

・便所は、居室４か所毎に１か所以上設けています。

・汚物処理室では、汚物が流せるほか、洗い場を設けています。

（イ）機械浴室

9



・１機、都が設置しています。

・長期的な維持管理は都が行いますが、日常的な清掃、維持管理は借受者が行っ

てください。

（ウ）厨房関係（厨房、検収室、食品庫、厨房事務室、配膳車プール）

厨房設備については、都が設置します。なお、主な厨房設備は次のとおりで

す。

冷蔵庫、冷凍庫、ガス回転釜、ガステーブル、電子レンジ、調理台、食器洗

浄機、食器消毒保管庫 

（エ）静養室、医務室、看護室

（オ）理容室、美容室

施術に必要な洗髪台・鏡台及び椅子を１セットずつ都が設置します。

出張理容により使用してください。

（カ）職員室

（キ）施設長室

（ク）面談室

（ケ）会議室

（コ）更衣室

（サ）地域交流スペース（一般型）

地域交流スペース用の玄関（風除室）は、施設正面玄関とは別に設けていま

す。 

（シ）汚物保管庫

施設正面玄関、地域交流スペース用玄関とは別に、汚物保管庫への出入りが

屋内外から可能です。 

（ス）バリアフリートイレ

イ ２階・３階

（ア）ユニット型居室関係（居室、便所、個浴、脱衣室、リビング、汚物処理室、介

護ステーション、介護材料室、洗濯室）

内容については、１階と同様です。

（イ）機械浴室

・２機、都が設置しています。

・内容については、１階と同様です。

ウ エレベータ（寝台用）

２機、都が設置します。維持管理については、都が定期的に行います。

【１号機】 15名乗り、積載重量（最大）1000kg 

1.5メートル×2.5メートル×2.2メートル 

【２号機】 11名乗り、積載重量（最大）750kg 

1.3メートル×2.3メートル×2.2メートル 

※いずれも車椅子対応です。
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エ その他

（ア）ナースコール

（イ）手洗い設備

（２）共通

ア 管理センター

障害者支援施設棟（Ａ棟）の１階に設置しています。両棟の建物設備を集中管理

し、都が契約する建物管理員等が使用するものであり、借受者に貸与するものではあ

りません。 

イ 渡り廊下

各階中央付近に、両棟をつなぐ渡り廊下があります。

通常は施錠されており、都が契約する建物管理員等を除き、自由に出入りすること

はできません。 

ウ ごみ保管庫

建物西側・清瀬市道に面した正面出入口付近に都が設置しています。

なお、廃棄物収集運搬・処理の委託契約等については、借受者が自ら手配してくだ

さい。 

エ 自転車置場

敷地内に都が整備しています。

オ 駐車場

敷地内に都が整備しています。詳細は次のとおりです。

（ア）敷地内に普通自動車 64台分の駐車区画があります。

（イ）駐車場所は敷地内の北側駐車場（40台分）と南側駐車場（24台分）とに分か

れます。 

（ウ）駐車場所（駐車区画）については、都と調整することとなります。

（エ）樹木保護のため、前向き駐車を徹底してください。

（オ）北側駐車場については、隣地の保育施設に接していますので、御配慮くださ

い。また、駐車場通路下に消防水利があります。緊急車両が通行することがあり

ますので、御留意ください。 

（３）施設利用上の留意事項

次の事項について、利用に当たっては、遵守していただく必要がございます。

ア 出火防止対策

（ア）火気使用設備器具の管理

入所者（利用者）の利用している居室内では、原則ストーブ等の裸火は使用で

きません。 

（イ）厨房等の出火防止対策

・借受者が、都が対処する設備とは別に、油脂を含む蒸気を発生する厨房設備の

排気ダクトに設置する火炎伝送防止装置を設ける場合は、フード等簡易自動消

火装置としてください。
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・揚げ物調理に使用する器具は、調理油加熱防止装置付きとしてください。

（ウ）介護ステーション、居室等の出火防止対策

・介護ステーションでは火気使用を制限し、火気使用器具は使用しないでくださ

い。

・リビング、共同スペース、食堂等には、可燃物を置かないように管理してくだ

さい。やむを得ず可燃物を置く場合には、不燃材料製又は金属製の収納庫等を

活用してください。

イ 追加整備又は原状回復を行う際の内装制限

借受者が５（10）の設備の追加整備又は５（８）及び（11）の原状回復を行う場合

において、次に掲げる部分のうち室内に面する壁及び天井の仕上げは、準不燃材料と

してください。 

（ア）居室

（イ）介護ステーション

ウ 防炎製品の使用促進

（ア）寝具類（敷布、カバー類、布団類、毛布類等）は、防炎製品を使用してくださ

い。 

（イ）入所者（利用者）の寝衣類を借受者が用意する場合は、交換の機会等をとらえ

て防炎製品を導入してください。また、入所者（利用者）が自ら用意する場合に

おいても、防炎製品を用いるよう、努めてください。 

エ 避難及び消防活動対策

（ア）入所者（利用者）の居室割

入所者（利用者）のうち自力避難困難な方に対しては、避難及び消防隊による

救助が行いやすい居室を利用するよう努めてください。 

（イ）消防・救助活動空間及び避難スペースの確保

建物の周囲には、消防・救助活動や避難の妨げとなる物品を置かないでくださ

い。 

（４）避難経路

２階、３階からの避難は、各階に４つあります屋外階段から屋外へ避難することを基

本としてください。 

（５）事業者活用スペース

障害者支援施設棟（Ａ棟）北側の場所は、更地となります。日中活動等で活用くださ

い。なお、当地において工作物の設置、継続した物品の保管を行う場合には、予め都に

申請を行ってください。 

また、当地地下には、清瀬市住環境の整備に関する条例に基づいた雨水浸透施設が埋

設されています。 

（６）外周

ア 出入口

建物正面、清瀬市道第 115号線に面している部分に都が２か所設けています。
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門扉の開閉は、借受者が行ってください。なお、敷地内は、障害者支援施設棟（Ａ

棟）と特別養護老人ホーム棟（Ｂ棟）とを区切るフェンス等はありません。 

イ 郵便受け

出入口付近に、借受者ごとに使用可能なよう、都が設置しています。

ウ 警備・防犯カメラ

借受者との賃貸借期間中は、都では警備の契約は締結しておりません。必要に応じ

て、警備を導入してください。 

都では屋外に複数台の防犯カメラを設置しておりますが、それ以外の屋内又は屋外

に係る防犯カメラは、借受者が場所・向き等を勘案して、借受者が必要に応じて、用

意してください。 

なお、防犯カメラが設置可能なよう、電気系統等の設備環境は整えておりますが、

都が用意した設備環境以外に機能が必要な場合は、別途都に協議してください。 

エ その他

特別養護老人ホーム棟（Ｂ棟）と障害者支援施設棟（Ａ棟）との間の空間に、物品

等を置くことは消防の指導により禁止されています。 

（７）都が設置した設備に故障等が生じた際の対応

電気設備・給排水設備・空調設備・エレベータ維持管理については、都が別に契約す

る委託会社へ連絡ください。連絡先については、契約締結時までに都がお知らせしま

す。 
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９ 公募及び選定に関する事項 

（１）基本的な考え方

借受者の選定は、公募の上、申請理由、移転計画や事業計画の提案を受け、最も適当

な事業者を選定するプロポーザル方式により行います。 

（２）公募・審査の流れ（予定）

※事業者説明会に参加しない事業者は、本公募へ応募することができません。

公募要項発表 令和７年２月２８日（金曜日）

事業者説明会
現地見学会
参加申込期間

令和７年２月２８日（金曜日）から３月７日（金曜日）まで

事業者説明会（※） 令和７年３月１７日（月曜日）

現地見学会 令和７年３月１８日（火曜日）・１９日（水曜日）

質疑受付期間 令和７年３月１０日（月曜日）から同月１９日（水曜日）まで

質疑回答 令和７年３月下旬

応募申込書類
（第一次書類）

提出期間
令和７年４月１４日（月曜日）から同月１８日（金曜日）まで

借受申請書類
（第二次書類）

提出期間
令和７年５月1２日（月曜日）から同月１６日（金曜日）まで

借受者選定委員会
による審査、借受者決定

令和７年７月
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10 事業者説明会 

  本事業についての説明会を開催します。応募を予定（検討を含む。）している事業者

は、必ず事業者説明会に参加してください。 

（１）日時

令和７年３月 17日（月曜日）午後（予定）

（２）会場

都庁第一本庁舎 27階 27C会議室（予定であり、変更の可能性があります）

（３）内容

ア 公募要項について

イ その他

（４）現地見学会

令和７年３月 18日（火曜日）又は、３月 19日（水曜日）それぞれ午後１時 30分か

ら、現地にて見学会を行います。希望日については、次項（５）の「事業者説明会参加

申込書」に記入ください。 

（５）申込方法

事業者説明会、現地見学会ともに、参加には事前の申込みが必要です。

令和７年３月７日（金曜日）午後５時までに、様式１「事業者説明会参加申込書」を

メールにより送付してください。

  （送信先メールアドレス）S1140101@section.metro.tokyo.jp 

※メール送信後、必ず電話にて御一報ください。（平日の午前９時から午後５時まで）

電話連絡がない場合、申込受付が完了しません。

11 質疑及び回答 

（１）質疑者の資格

「10 事業者説明会」に参加した（参加予定を含む）法人とします。

※事業者説明会開催前に質疑を行う場合は、事業者説明会への参加申込みの手続きを

行った法人とします。

（２）質疑の方法

必要事項及び質問の内容を様式２「質問票」に記載の上、メールにより提出してくだ

さい。その他の方法（電話、口頭等）による質問は御遠慮ください。 

質問については、法人内で精査し取りまとめの上、提出してください。 

なお、質問票様式は、質問事項１件ごとに作成してください。（１枚の質問票様式に

複数の質問事項を記載しないようにしてください。） 

（３）受付期間及び提出先

ア 受付期間

令和７年３月 10日（月曜日）から令和７年３月 19日（水曜日）午後５時まで

イ 提出先

（送信先メールアドレス）S1140101@section.metro.tokyo.jp
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※メール送信後、必ず電話にて御一報ください。（平日の午前９時から午後５時まで）

電話連絡がない場合、申込受付が完了しません。

ウ 注意事項

質問の要旨を簡潔にまとめ、文書で提出してください。

上記の受付期間内に必着とし、期限後や不着等の質問にはお答えできませんので御

注意ください。 

（４）回答の方法

令和７年３月下旬までに、全ての質問に対する回答書を事業者説明会の全参加者にメ

ールにより送付します。（質問を行った方に対する個別回答は行いません。） 

なお、質問回答書は、公募要項と一体のものとして、公募要項と同等の効力を有する

ものとします。 

12 応募申込書類の提出等（第一次書類の提出） 

  本公募への申込みを希望する事業者は、次により応募申込書類を持参又は郵送により提

出してください。 

  なお、４（２）のとおり、書類の提出には、令和７年３月 17日（月曜日）の事業者説

明会に参加することが必要です。 

（１）応募期間

令和７年４月 14日（月曜日）から令和７年４月 18日（金曜日）まで

※持参の場合 平日 午前９時から午後５時まで

郵送の場合 令和７年４月 18日（金曜日）午後５時 必着

（２）提出先

〒１６３－８００１

東京都新宿区西新宿二丁目８番１号

東京都庁第一本庁舎２７階北側

東京都福祉局総務部総務課財産管理担当

電話 ０３（５３２０）４２１０
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（３）提出書類 

   詳細は「15 提出書類の詳細と審査項目」のとおり 

書類名 提出部数 綴り方 

① 応募申込書 各１部 ファイル（Ａ４・縦型・左綴

じ）で綴り、表紙及び背表紙に

タイトル・法人名を記入し、書

類名にインデックスを付して提

出してください。 

② 事業者連絡先 

③ 定款 

④ 法人登記事項証明書 

⑤ 法人の沿革及び概要 

⑥ 役員名簿、評議員名簿 

⑦ 法人代表者の印鑑証明書

（応募申込前３か月以内に

発行されたもの） 

⑧ 監督官庁の実地検査等結

果（令和３年度以降におけ

る指摘事項及び改善報告書

等） 

⑨ 決算書類（令和３年度か

ら令和５年度まで） 

事業報告書、貸借対照表、資

金収支計算書、事業活動計算

書、財産目録、損益計算書、

社会福祉充実残額計算結果

（令和５年度のみ） 

各３部 

（正本１部及び

副本２部） 

ファイル（Ａ４・縦型・左綴

じ）で綴り、表紙及び背表紙に

タイトル・法人名を記入し、書

類名にインデックスを付して提

出してください（正本・副本各

１部）。 

また、各書類の右上に、法人名

を表示してください。 

インデックスなしの副本１部を

提出してください。 

⑩ 金融機関が発行する残高

証明書（令和７年、６年、５

年、４年の各年３月 31日付け

のもの） 

（４）追加書類の提出等 

事業者の都合による応募期間締切後の応募書類の変更及び追加は認められません。 

なお、都が必要と認める場合は、追加資料の提出を求め、又はヒアリングを実施する

ことがあります。 

（５）著作権の帰属等 

   応募申込書類の著作権は、事業者に帰属します。 
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ただし、都は、借受者決定時の公表等に必要な場合には、応募申込書類等の一部又は

全部を無償で使用することができるものとします。 

なお、提出された書類は、理由のいかんを問わず返却しません。 

（６）費用の負担

本公募に関し必要な費用は、事業者の負担とします。

（７）使用する言語及び単位

提出書類において使用する言語は日本語、単位はメートル法、金額は円を使用するこ

ととします。 

（８）資料の取扱い

都が提供する資料は、応募に関する検討以外の目的で使用することを禁じます。ま

た、この検討の目的の範囲内であっても、都の了承を得ることなく第三者に対してこれ

を使用させ、又は内容を提示することを禁じます。 

13 借受申請書類の提出等（第二次書類の提出） 

事業者は、次により借受申請書類等を提出してください。所定の期間内に借受申請書

類等が提出されなかった場合は、応募を辞退したものとみなします。 

なお、提出締切日を過ぎてからの計画内容の変更は受け付けません。 

（１）提出期間

令和７年５月 12日（月曜日）から令和７年５月 16日（金曜日）まで

※持参の場合 平日 午前９時から午後５時まで

 事前に電話予約の上、来庁ください。 

郵送の場合 令和７年５月 16日（金曜日）午後５時 必着 

送付後、必ず電話にて御一報ください。電話連絡がない場合、申込受

付が完了されません。 

（２）提出先

〒１６３－８００１

東京都新宿区西新宿二丁目８番１号

東京都庁第一本庁舎２７階北側

東京都福祉局総務部総務課財産管理担当

電話 ０３（５３２０）４２１０

（３）提出書類

詳細は「15 提出書類の詳細と審査項目」のとおり

書類名 提出部数 綴り方 

① 借受申請書 各３部（正本１

部・副本２部） 

ファイル（Ａ４・縦型・左綴

じ）で綴り、表紙及び背表紙に

タイトル・法人名を記入し、書

類名にインデックスを付して提

② 法人の運営実績

③ 経営実績
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④ 施設運営実績 出してください（正本・副本各

１部）。 

また、各書類の右上に、法人名

を表示してください。 

インデックスなしの副本１部を

提出してください。 

⑤ 移転計画書

⑥ 資金・収支計画（本施設

の利用及び既設施設の改築） 

⑦ 入所者（利用者）支援

⑧ 人員配置・育成計画

⑨ 地域との連携

⑩ 理事会等議事録

⑪ 社会福祉充実計画（社会

福祉充実残額計算結果を提出

した場合のみ） 

⑫ 公募条件以外の提案

（４）追加書類の提出等

事業者の都合による応募期間締切後の応募書類の変更及び追加は認められません。

なお、都が必要と認める場合は、追加資料の提出を求め、又はヒアリングを実施する

ことがあります。 

（５）著作権の帰属等

応募申込書類の著作権は、事業者に帰属します。

ただし、都は、借受者決定時の公表等に必要な場合には、応募申込書類等の一部又は

全部を無償で使用することができるものとします。 

なお、提出された書類は、理由のいかんを問わず返却しません。 

（６）費用の負担

本公募に関し必要な費用は、事業者の負担とします。

（７）使用する言語及び単位

提出書類において使用する言語は日本語、単位はメートル法、金額は円を使用するこ

ととします。 

（８）資料の取扱い

都が提供する資料は、応募に関する検討以外の目的で使用することを禁じます。ま

た、この検討の目的の範囲内であっても、都の了承を得ることなく第三者に対してこれ

を使用させ、又は内容を提示することを禁じます。 
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14 借受者の選定 

（１）借受者の選定方法

学識経験者等の外部委員を含めた「清瀬市梅園一丁目における社会福祉施設建替え促

進事業借受者選定委員会」において、事業者から提出された応募申込書類や必要に応じ

てヒアリングにより審査し、借受者を選定します。 

（２）審査基準

「15 提出書類の詳細と審査項目」のとおり。
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15 提出書類の詳細と審査項目 

（１）応募申込書類（第一次提出書類：提出期限 令和７年４月 18日（金曜日）まで）
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（２）借受申請書類（第二次提出書類：提出期限 令和７年５月 16日（金曜日）まで） 

 

  

審査項目
（15(3)参照）

様式９

（ア） 仮移転が必要な理由
（イ） 本事業による借受けが必要な理由
（ア） 法人の概要 様式10
（イ） 法人運営に関する理念・方針 応募申込書類と

同様
（ウ） 職員・利用者等への周知状況 任意様式

イ 透明性の確保 任意様式 １－１②

（ア） 法令、倫理等遵守の徹底状況（虐待の防止等）

（イ） 各種研修実施状況

（ウ） 提案等を施設運営に反映させる仕組み

（エ） 施設間の人事交流等職員の人材育成

（ア） 人材確保の方法

（イ） 職員の配置状況、異動・退職状況（令和５年度）

③ （ア） 効率性を図る取組

（イ） 組織内での情報共有、活用

（ウ） 重点課題、改善課題の取組み

（ア） 財政基盤の証明

（イ） 会計処理の適切性

ウ 年度計画・中期
計画の策定など
経営の計画性

任意様式 １－２③

④ （ア） 社会福祉施設の運営実績

（イ） 外部評価（第三者サービス評価等）を受ける仕組み・受
審実績

（ア） 入所（利用）予定者や家族に対するサービス内容の説明

（イ） 入所（利用）者の個別情報、要望等の把握の方法
（ウ） 職員間での情報の共有
（エ） プライバシーの保護、個人情報の保護、人権の尊重

（オ） 既設施設における行事等
（カ） 処遇困難者に対する支援
（キ） 入所（利用）者の健康管理、既設施設の衛生管理、応急

処置を行う仕組み
⑤ 移転計画書 ア 移転に関するス

ケジュールの実
効性

様式11 ２－２①

イ 入所（利用）者
の安全性に配慮
した移転の確保

任意様式 ２－２②

ウ 防犯等安全管理 任意様式 ２－２③

エ 本施設利用に当
たっての備品整
備等

任意様式 ２－２④

オ （ア） 既設施設の建替え等内容（概要、スケジュール） 任意様式 ２－２⑤

（イ） 建替え等後の事業における新たな変更点（新規入所（利
用）者支援など）

⑥ ア 資金計画及び資
金調達方法の妥
当性、確実性

任意様式 ２－３①

イ 収支計画の妥当
性、安定性

任意様式 ２－３②

⑦ ア （ア） 入所（利用）者支援・サービスの理念・方針、内容 任意様式 ２－４①

（イ） 医療ニーズ・健康管理、施設の衛生管理

（ウ） 要望・苦情等に対応する仕組み

（エ） 事故防止対策及び事故発生時の対応策

イ 入所者家族との
連携

任意様式 ２－４②

⑧ ア 職員の採用・配
置計画

任意様式 ２－５①

イ 職員の確保方法 任意様式 ２－５②

⑨ ア 地域住民との交
流

任意様式 ２－６①

イ 地域の介護・医
療機関との連携
予定

任意様式 ２－６②

ウ その他地域との
連携予定

任意様式 ２－６③

⑩

⑪ １－２

⑫ ２－７

書類名 記載内容 様式

① 借受申請書

本公募への応募動機 様式９別紙 ２－１

② 法人の運営
実績

ア 運営理念・方針 １－１～３

情報の公開・提供

ウ 職員の資質向
上、人材育成・
施設間での人材
交流

任意様式 １－１③

エ 職員の確保・定
着状況

任意様式 １－１④

経営実績 ア 経営の効率性 任意様式 １－２①

イ 財政基盤の安定
性

第一次提出書類
により確認

１－２②

年度計画・中長期計画の策定状況、重点・改善課題への取組状
況

１－３①

イ 入所（利用）者
支援方針・施設
サービス・管理
の質

任意様式 １－３②

既設施設建替え
等計画

施設運営実
績

ア 施設の運営実績 任意様式

借受決定後から本施設への入居、本施設の利用、本施設を退去
し、建替え等施設へ入居までのスケジュール

引越方法や行程

本施設の利用に当たっての具体的な安全管理の取組み

使用する物品の調達、設備の追加整備計画

資金・収支
計画（本施
設の利用及
び既設施設
の改築又は
改修）

資金需要見込み、資金調達の裏付け、償還計画
　※建替え等後、２０年間のもの

収支見込、支出見込
　※建替え等後、２０年間のもの

入所者支援
（本施設の
利用及び既
設施設の改
築又は改
修）

入所者支援の適
切さ

家族との連携策

議事録の写し １－１、１－２
③　[当該公募事業に申し込む旨の意思決定をしたもの]

人員配置・
育成計画
（本施設の
利用及び既
設施設の改
築又は改
修）

採用計画、配置計画

移転に伴う離職防止、確保に関する具体的な取組み

地域との連
携（本施設
の利用及び
既設施設の
改築又は改
修）

ボランティアの受け入れ、地域と連携したイベント

地域の介護・医療機関との連携

周辺の社会福祉法人との連携や地域の企業の活用等

社会福祉充実計画 第一次提出書類⑨の「社会福祉充実残額計算結果」がある場合

公募条件以外の提案

理事会等議事録 当該公募事業に係る理事会等の議事録
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（３）審査項目

配点

　１　事業主体の適格性

① 運営理念・方針
② 透明性の確保
③ 職員の資質向上・人材育成・施設間での人材交流
④ 職員の確保・定着状況

① 経営の効率性
② 財政基盤の安定性
③ 年度計画・中期計画の策定など経営の計画性

① 施設の運営実績
② 入所（利用）者支援方針・施設サービス・管理の

質

　２　事業計画の妥当性

① 仮移転が必要な理由
② 本事業による借受けが必要な理由

① 移転に関するスケジュールの実効性
② 入所（利用）者の安全性に配慮した移転の確保
③ 防犯等安全管理
④ 本施設利用に当たっての備品整備等
⑤ 既設施設建替え等計画

① 資金計画及び資金調達方法の妥当性・確実性
② 収支計画の妥当性・安定性

① 入所（利用）者支援の適切さ
② 入所（利用）者家族との連携

① 職員の採用・配置計画
② 職員確保の方法

① 地域住民との交流
② 地域の介護・医療機関との連携予定
③ その他地域との連携予定

① 公募条件以外の提案について

項　目 審査ポイント

２５０点

１ 法人運営実績

２ 経営実績

３ 施設運営実績

３９０点

１ 応募動機

２ 移転計画について

３ 資金・収支計画（本施設の
利用及び既設施設の改築又
は改修）

４ 入所（利用）者支援（本施
設の利用及び既設施設の改
築又は改修）

５ 人員配置・育成計画（本施
設の利用及び既設施設の改
築又は改修）

６ 地域との連携（本施設の利
用及び既設施設の改築又は
改修）

７ 公募条件以外の提案
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案 内 図 

東京病院

清瀬高校

国立療養所

全生園

文

大

〒

交

全生園東

全生園前

周 辺 図 

拡 大 図 

●西武池袋線「清瀬駅」南口

・バス

「久米川駅行」 

 「下里団地行」 

 「花小金井駅行」 

  梅園下車 徒歩５分 

・徒歩２０分

清瀬高校

〒

交 梅園駐在所前

野塩四丁目

看護大学校

乳児保育園

複十字病院

救世軍清瀬病院

東京病院

水道局給水所（予定）

事業予定地

梅園バス停

本件地 
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棟 延べ床面積 

特別養護老人ホーム棟（Ｂ棟） 6,4４５.３６㎡ 

明細図（敷地全体図） 

Ａ 棟 Ｂ 棟 

緑 

地 

建物全景写真 

B棟正面玄関 

Gennkann 

B棟全景 
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（様式１） 

事業者説明会参加申込書（兼 現地見学会参加申込書） 

１．事業者説明会の参加を申し込みます。 

日時：令和７年３月１７日（月曜日）午後（予定） 

 場所：都庁第一本庁舎●階●会議室

（ フ リ ガ ナ ）

法 人 名 

連 絡 先 

（フリガナ）

担 当 者 

部 署 名 

住 所 

〒 

電 話 

Ｅ メ ー ル 

※ 担当者名は、事務的な連絡に対応できる方を複数名記入してください。

※ この事業者説明会への参加は、応募申込への前提条件となります。

※ 説明会には、公募要項・様式をお持ちください。

２．現地見学会の参加を 

参加有無 申し込みます  ・ 申し込みません

希望日 
令和７年 

３月１８日 

（火曜日） 
・ 

令和７年 

３月１９日 

（水曜日） 

（いずれかに ○ を付けてください。） 

※ 集合場所については、事業者説明会の際に、お知らせします。

送信先：【メール】S1140101@section.metro.tokyo.jp 

東京都福祉局総務部総務課財産管理担当 宛 

26



（様式２） 

質 問 票 

（ フ リ ガ ナ ）

法 人 名 

連 絡 先 

（フリガナ）

担 当 者 

部 署 名 

住 所 

〒 

電 話 

Ｅ メ ー ル 

※質問事項１件ごとに記入してください。

質問事項 

（公募要項 ページ 行目） 

について 

内 容 

送信先：【メール】S1140101@section.metro.tokyo.jp 

東京都福祉局総務部総務課財産管理担当 宛 
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（様式３） 

令和  年  月  日 

東京都福祉局長 殿 

事務所の所在地

法  人  名

理 事 長 名 ㊞ 

清瀬市梅園一丁目における社会福祉施設建替え促進事業に係る 

応募申込書類の提出について 

このことについて、清瀬市梅園一丁目における社会福祉施設建替え促進事業事業者

公募要項の趣旨を踏まえ、下記のとおり応募します。 

記 

１ 法人名 

２ 提出資料 

（１）事業計画者連絡先 ・・・・・・・・・・・・・・ 様式４ 

（２）定款

（３）法人登記事項証明書

（４）法人の沿革及び概要

①事業経歴

法人の事業経歴（沿革・概要） ・・・・・・・・・・  様式５ 

②法人運営の基本的な事項

ア 法人運営に関する理念・方針 ・・・・・・・ 様式６ 

イ 概要

ウ 現在開設及び受託している全ての施設及び事業に関する資料

（５）理事会役員一覧表、評議員一覧表 ・・・・・・・  様式７、８ 

（６）法人代表者の印鑑証明書

（７）監督官庁の実地検査等結果

（８）決算書類

（９）預貯金残高証明書
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（様式４） 

事 業 計 画 者 連 絡 先 

（ フ リ ガ ナ ）

法 人 名 

連 絡 先 

（フリガナ）

担 当 者 

部 署 名 

住 所 

〒 

電 話 

Ｅ メ ー ル 

※ 担当者名は、事務的な連絡に対応できる方を複数名記入してください。
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（様式５） 

法人の事業経歴（沿革・概要） 

法 人 名 

法人所在地 

理 事 長 名 

設立年月日 

職 員 数 常勤 名 非常勤 名 

沿

革

日 付 内 容 備 考 

 年 月  日 

 年 月  日 

 年 月  日 

 年 月  日 

 年 月  日 

※沿革欄に施設の設立、運営等を記入する場合は、内容欄に施設名・所

在地を、備考欄にサービス等の種別・規模等を記入してください。
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様式６ 

法人運営に関する理念・方針 

項  目 内 容 

１ 設立の目的・趣旨 

２ 法人の経営・運営 

に関する理念 

３ 理念を具現化する

ための方策 

（実施していること） 

４ その他 
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様式７

法人名　：　

役員名 他法人の理事状況※ 職業 摘要

理事長 有・無（ ）

理事 有・無（ ）

理事 有・無（ ）

理事 有・無（ ）

理事 有・無（ ）

理事 有・無（ ）

理事 有・無（ ）

有・無（ ）

監事 有・無（ ）

監事 有・無（ ）

事務担当者等 有・無（ ）

を、その下にその法人名を記入してください（計画中も含め、複数の場合は全て記入）。

※ 職歴等に建設業者等との関係がある場合、その状況を「適用」欄に記入してください。

※ 他の法人の理事等をしている場合は、他法人の理事状況の有に○をし、（　）に役職名

理 事 会 役 員 一 覧 表

32



様式８

法人名　：　

評議員名 他法人の理事状況※ 職業 摘要

有・無（ ）

有・無（ ）

有・無（ ）

有・無（ ）

有・無（ ）

有・無（ ）

有・無（ ）

有・無（ ）

有・無（ ）

有・無（ ）

有・無（ ）

有・無（ ）

有・無（ ）

有・無（ ）

 評 議 員 一 覧 表

※ 他の法人の理事等をしている場合は、他法人の理事状況の有に○をし、（　）に役職名

を、その下にその法人名を記入してください（計画中も含め、複数の場合は全て記入）。

※ 職歴等に建設業者等との関係がある場合、その状況を「適用」欄に記入してください。
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令和  年  月  日 

社会福祉施設建替促進施設 借受申請書 

東京都福祉局長 殿 

住 所 

法 人 名

代表者名 ○印  

清瀬市梅園一丁目における社会福祉施設建替え促進事業事業者公募要項（以下「公

募要項」という。）に基づき、東京都福祉局所有の施設を借り受けたいので、下記の

とおり申し込みます。 

記 

１ 借受施設 

（１）施設名称 社会福祉施設建替促進施設 特別養護老人ホーム棟（Ｂ棟）

（２）所 在 地 清瀬市梅園一丁目３番３２号（住居表示）

（３）面 積 敷地面積  9,334.55平方メートル 

延床面積  6,445.36平方メートル 

２ 借受提案期間（３年を限度とする。） 

予定期間 令和  年  月 日 から 令和  年  月  日まで 

３ 実施予定の事業内容 

（１）○○○○○○○○○○○○○○ 

（２）○○○○○○○○○○○○○○ 

４ 申請理由 

別紙のとおり 

５ 添付書類 

公募要項に定める書類を添付 

６ 申請事務担当者連絡先 

担当部署・担当者名  ○○○○○○○○○○○○○○  担当：○○ 

住 所 ○○○○○○○○○○○○ 

電話番号 ○○○○○○○○○○○○ 

Ｅメール ○○○○○○○○○○○○ 

様式９ 
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社会福祉施設建替促進施設 借受申請の理由について 

１ 建替え等が必要な理由について 

現在使用している施設（既設施設）について、建替え等が必要な理由を明記し

てください。 

既設施設の状況について 

（１）竣工年度

  昭和 ・ 平成 年度 

（２）構造（いずれか ○ を付ける）

  鉄筋コンクリート造  ・ 鉄骨造 ・ その他（ ） 

（３）過去の改修の有無・実施内容

【  有 ・ 無  】（いずれか ○ を付ける） 

【主な改修内容】（実施年、改修内容、理由等） 

（４）建替え等が必要な理由

35



２ 仮移転が必要な理由について 

現に東京都内において運営している社会福祉施設の建替え等に際し、建替え等

の期間中の仮移転が必要な理由を明記してください。 

３ 本事業による借受が必要な理由について 

東京都が設置する「社会福祉施設建替促進施設」を利用しなければ、建替が進

まない理由を明記してください。 
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４ 大規模改修について（建替えの場合は回答不要） 

大規模改修の場合、当該改修が施設の長寿命化にどうつながるのか、改修後の

施設維持管理方針やその後の更新計画等も含めて明記してください。 
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【様式10】

　法人種別

（ ）

理事長

理　事 人

監　事 人

評議員 人

施設種別 定員 備　考

　本計画以外の整備計画（建設中のものを含む）の有無 □有 □無

資産の部 Ｂ

流動資産

 うち現金預金

固定資産

 うち預金

負債の部 Ａ

流動負債

 うち短期借入金

固定負債

 うち長期借入金

 うち償還補助額 a

純資産の部

各種積立金

 移行時特別積立金

 ××積立金

法人の概要

法

人

の

概

要

■既設

　　年　月　日　設立

フリガナ
法人
本部
所在地

法　人　名

（計画者名）

役職
フリガナ

備　　考
氏名又は人数

※ 理事の人数には理事長含む

現在の主な
施設・事業所

他道府県
分も記載

名　称 所在地

法
人
の
財
務
状
況

勘定科目
過去３か年の決算状況等（単位：千円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

基本金

国庫補助金等特別積立金

次期繰越活動収支差額

負債比率   　(Ａ－a)/Ｂ

 うち当期活動収支差額

負債及び純資産の部計
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【様式10】

　法人種別

（　　　　　　　　 ）社会福祉法人

理事長

理　事 10 人

監　事 2 人

評議員 21 人

施設種別 定員 備　考

特養 75人 法人本部

　本計画以外の整備計画（建設中のものを含む）の有無 □有 ■無

資産の部 Ｂ

流動資産

 うち現金預金

固定資産

 うち預金

負債の部 　Ａ

流動負債

 うち短期借入金

固定負債

 うち長期借入金

 うち償還補助額 a

純資産の部

各種積立金

 移行時特別積立金

 ××積立金

法人の概要

法

人

の

概

要

■既設

平成１０年１月１日　設立

フリガナ トウトカイ 法人
本部
所在地

東京都新宿区西新宿２－８－１

法　人　名 社会福祉法人　東都会 （最寄駅：都営大江戸線「都庁前」駅下車、徒歩３
分）（計画者名） 東京　太郎

役職
フリガナ

備　　考
氏名又は人数

トウキョウ　タロウ

※ 理事の人数には理事長含む
東京　太郎

現在の主な
施設・事業所

他道府県
分も記載

名　称 所在地

東都の郷 東京都新宿区西新宿２－８－１

法
人
の
財
務
状
況

勘定科目
過去３か年の決算状況等（単位：千円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

XXXXXXX XXXXXXX XXXXXXX

XXXXXXXX XXXXXXXX XXXXXXXX

XXXXXXXXXX XXXXXXXX XXXXXXXXXX

XXXXXXXX XXXXXXXX XXXXXXXX

XXXXXX XXXXXXX XXXXXX

XXXXX XXXXXX XXXXX

XXXXXX XXXXXX XXXXXX

XXXXXXX XXXXXXXX XXXXXXX

XXXXXX XXXXXX XXXXXX

XXXXXXXXXX XXXXXXXXXX XXXXXXXXXX

XXXXXXXX XXXXXXXX XXXXXXXX

XXXXXXX XXXXXXX XXXXXXX

XXXXXXXX XXXXXXXXXX XXXXXXXX

XXXXXXX XXXXXXX XXXXXXX

基本金 XXXXXXXXXX XXXXXXXXXX XXXXXXXXXX

国庫補助金等特別積立金 XXXXXXXXXX XXXXXXXXXX XXXXXXXXXX

次期繰越活動収支差額 XXXXXXXX XXXXXXXX XXXXXXXX

XXXXXXX XXXXXXX XXXXXXX

負債比率 　(Ａ－a)/Ｂ XX.XX％ XX.XX％ XX.XX％

 うち当期活動収支差額 XXXXXX XXXXXX XXXXXX

負債及び純資産の部計 XXXXXXXXXX XXXXXXXXXX XXXXXXXXXX

法人全体の負債総額(Ａ)が資産総額(Ｂ)の２分の１を超えないこと。
※負債金額に区市町村等からの償還補助が確約されている場合、その額(a)
を負債総額から控除できる（償還補助が確認できる根拠資料を提出すること。）

設備資金借入金
＋長期運営資金借入金

記入例
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清瀬市梅園一丁目における社会福祉施設建替え促進事業実施要綱 

28福保総契第 508号 

平成 29年１月 23日 

改正 31福保総契第 411号 

令和元年９月 13日 

改正 ５福祉総総第 210号 

令和５年８月２１日 

改正 ６福祉総総第 658号 

令和６年９月１７日 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、社会福祉施設（特別養護老人ホーム及び障害者支援施設）が建替

え（大規模改修含む）（以下、「建替え等」という。）を行う際に、代替となる土地

や建物の確保が課題になっていることに鑑み、東京都が清瀬小児病院跡地に代替施設

を整備し、これを社会福祉法人に貸し付けることにより、老朽化した施設の建替え等

を促進することを目的とする。 

大規模改修とは、施設の長寿命化を目的とし、建築基準法に定める大規模の修繕又は大

規模の模様替え、又は施設の維持機能向上のための大規模な改修や建築設備の取替えのい

ずれかに該当する改修で、工事に伴い代替地の確保を必要とするもの。 

（貸付けの対象となる社会福祉施設） 

第２条 この要綱により貸付けの対象となる社会福祉施設は、次に掲げるものとする。 

（１）特別養護老人ホーム

老人福祉法（昭和 38年法律第 133号）第 20条の５に規定する特別養護老人ホーム

（２）障害者支援施設

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17年法律第

123号）第５条第 11項に規定する障害者支援施設 

（貸付施設） 

第３条 この要綱により貸し付ける施設は、次のとおりとする。 

（１）住所

東京都清瀬市梅園一丁目 1187番２のうち外１筆（地番）

（２）施設規模

重量鉄骨造 地上３階建て

障害者支援施設棟（Ａ棟）  ：建築面積 2,373.41㎡、延床面積 6,445.36㎡

特別養護老人ホーム棟（Ｂ棟）：建築面積 2,373.41㎡、延床面積 6,445.36㎡
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（３）施設整備の基本的な考え方

社会福祉法人が交代で使用する施設であることから、施設として汎用性のあるもの

として整備する。 

（施設の借受者） 

第４条 施設の借受者は、前記第２条第１号又は第２号の施設について、現に東京都内

において社会福祉法（昭和 26年法律第 45号）第２条第２項の第一種社会福祉事業を

営む社会福祉法人のうち、現在使用している施設（既設施設）について建替え等の必

要があって、かつ代替となる土地や建物の確保が困難である者とする。 

（貸付条件） 

第５条 施設を前条の定める社会福祉法人に貸し付ける条件（以下「貸付条件」とい

う。）は、次のとおりとする。 

（１）第３条に定める施設は、現在使用している施設の建替え等をする際の一時移転先

として使用するものであること。 

（２）当該施設は、第３条第３号の基本的な考え方により設置する施設であることか

ら、その使用に当たり必要な設備等のうち、可動なものについては、借受者の負担

により設置すること。 

（３）前号の規定に基づき借受者が設置するもののうち、建物躯体に接続するもの、荷

重が著しいもの等については、その設置前に東京都福祉局長（以下「福祉局長」と

いう。）に協議し、承認を得ること。 

（４）日常清掃及び廃棄物処理に係る費用、光熱水費等、消耗品費並びに借受者の故意

または過失による汚損、破損の原状回復に係る費用は、借受者が負担すること。 

（５）使用に当たっては、貸し付ける施設及びその周辺地域の安全、環境等に影響を及

ぼさないよう配慮すること。 

（６）第三者に転貸しないこと。ただし、自動販売機の設置その他当該施設に入所する

者の利便性を向上させることを目的とする転貸については、事前に東京都の承諾を

得た場合に限り、可能とする。 

（７）第１０条に定める貸付期間の満了のとき、借受者側の理由により貸付契約を打切

るとき又は第１３条第２項後段に定める貸付契約の解除のときは、直ちに借受者の

負担により、本条第２号の規定により借受者が設置した設備等の撤去等を行い、原

状に回復させ、返還すること。 

（８）前各号に定めるもののほか、福祉局長が必要と認める条件。

（公募） 

第６条 福祉局長は、施設の借受者を公募する。 

２ 貸付対象となる施設その他公募に必要な事項は、別途福祉局長が定める。 
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（委員会） 

第７条 福祉局長は、公募に応募した者について、借受者としての適格性等を審査する

ため、「清瀬市梅園一丁目における社会福祉施設建替え促進事業借受者選定委員会」

（以下「委員会」という。）を設置する。 

２ 委員会は、福祉局長が別に定める審査基準に基づき、適正に審査しなければならない。 

３ 委員会の委員は、福祉局長が別に定める。 

（借受者の決定等） 

第８条 福祉局長は、委員会の審査を経て貸付けの適否を決定し、貸し付けることを決

定したときは、施設貸付決定通知書（別記第１号様式）により、また、貸し付けない

ことを決定したときは、施設不貸付決定通知書（別記第２号様式）により、その旨を

公募に応募した者に通知する。 

２ 福祉局長は、東京都財務局長（以下「財務局長」という。）、清瀬市長及び関係区

市町村長に対し、借受者を通知する。 

（貸付契約） 

第９条 東京都知事は、前条第１項の規定により、貸し付けることを決定した者と貸付

契約を締結する。 

２ 貸付契約の形態は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３８条の５に基づ

く普通財産の貸付け、借地借家法（平成３年法律第９０号）第３８条に基づく定期建

物賃貸借契約とする。 

３ 前項の契約は、公正証書によって行う。 

（貸付期間） 

第１０条 貸付けは定期建物賃貸借とし、貸付開始の日から最長３年とする。 

（貸付料及び敷金） 

第１１条 貸付料及び敷金は、東京都において別途決定する。 

（貸付料の改定） 

第１２条 東京都は、前条の貸付料が不動産価格の変動により、近隣の土地若しくは建

物の貸付料と比較して不相当となった場合、又は建替え等時代替施設に関する補助制

度の変更等の状況の変化があった場合には、貸付料を改定することができる。 

（使用状況の確認） 

第１３条 福祉局長は、施設の使用方法が貸付条件に適合しているか等を確認するた

め、必要に応じ、調査を行うものとする。 

２ 福祉局長は、前項の調査において、その使用方法が不適切と認められたときは、借

44



受者に対し改善を勧告するものとする。勧告により、改善がみられない場合は、貸付

契約を解除するものとする。 

３ 福祉局長は、報告期限を定めて、借受者に使用状況の報告を求めるものとする。 

４ 福祉局長は、財務局長から求めがあった場合は、第１項に定める調査を行い、財務

局長に報告するものとする。 

（その他） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施に際して必要な事項は、福祉局

長が別に定めるものとする。 

附 則 

この要綱は、平成 29年１月 23日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和元年９月 13日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年８月 21日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年９月 17日から施行する。 
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第 号 

令和 年  月  日 

建物貸付決定通知書 

  ≪ 法 人 名 ≫ 

≪ 職・氏名 ≫ 様 

東京都福祉局長 

≪  氏  名  ≫ 

令和  年  月  日付けで申込みのあった建物の借受けについては、下記によ

り貸付けを決定しましたので、お知らせします。 

記 

１ 対象となる建物 

  所在地（地番） 東京都清瀬市梅園一丁目 1187番２外１筆 

面積      ≪ 面積 ≫平方メートル 

２ 貸付期間 

  ≪ 自年月日 ≫から≪ 至年月日 ≫まで 

  なお、貸付開始時期は、別途締結する定期建物賃貸借契約によります。 

３ 貸付料等 

  契約締結時点において改めて建物の評価を行った上で決定します。 

別記第１号様式 
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第 号 

令和 年  月  日 

建物不貸付決定通知書 

  ≪ 法 人 名 ≫ 

≪ 職・氏名 ≫ 様 

東京都福祉局長 

≪  氏  名  ≫ 

令和 年 月 日付けで申込みのあった建物の借受け（所在地：東京都清瀬市梅園

一丁目 1187 番２外１筆）については、下記の理由により貸付けを行わないことを決

定しましたので、お知らせします。 

記 

清瀬市梅園一丁目における社会福祉施設建替え促進事業実施要綱（令和６年９月 

17日付６福祉総総第 658号）第７条に基づく審査の結果による。 

別記第２号様式 
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